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本財団では、『工学の振興に必要な研究教育助成を通じ
て、地域社会及び産業の向上発展に寄与する』という目的
のため、宮城県内の工学系を有する大学等に所属する研究
者等で、工学又は工業技術の分野において優れた業績をあ
げた者の顕彰を実施しています。
令和５年度は、宮城県内各大学等から「第17回青葉工学振

興会賞」に10件、「第29回青葉工学研究奨励賞」には13件の
応募があり、審査委員会による第１次及び第２次の書類・ヒ
アリングの慎重なる審査により、青葉工学振興会賞の受賞
候補者１名、青葉工学研究奨励賞の受賞候補者２名を選出
致しました。そして、11月14日㈫開催の本財団評議員会に
おいて、審査委員会の原案の通り受賞者を決定致しました。
授賞式は、令和５年12月15日㈮に、青葉山キャンパスの
工学研究科大会議室において、受賞者のほか財団役員、審
査委員、推薦教授の臨席のもとに執り行いました。
受賞者の研究業績は下に掲載しましたが、いずれも独創

性・先駆性の高い優れた成果であります。そこで、昨年度
からの取組みとして、世界的に発展・飛躍する受賞者の研
究成果を工学研究科等の教員や学生の皆様に広く聴講して
頂けるよう、両賞受賞記念講演会を工学研究科との共催で、
授賞式終了後に同会場で実施致しました。

令和５年度 授賞報告「青葉工学振興会賞」
「青葉工学研究奨励賞」

令和５年度「青葉工学振興会賞」等受賞者

第17回  青葉工学振興会賞 (応募件数：10件)

受賞者名 所　　属 研究業績名

中村　崇司 東北大学  多元物質科学研究所  准教授 エネルギー機能材料のアニオン欠陥エンジニア
リング

第29回  青葉工学研究奨励賞 (応募件数：13件)

受賞者名 所　　属 研究業績名

双　　　逸 東北大学  材料科学高等研究所  助教 新動作原理：接触抵抗変化メモリの創成

渡部花奈子 東北大学大学院  工学研究科  化学工学専攻  助教 微粒子の空間配置制御により機能を発現する新し
い材料形態の開拓

受賞講演会のスナップ

受賞式での集合写真













研究プロフィール

SUIRAN8

からなる磁性薄膜とPt薄膜を重ね、Pt薄膜中にスピンホー
ル効果を用いてスピン流を発生させて磁性膜に注入したと
ころ、磁性膜の体積が変化することを見出し、これをスピ
ン流体積効果と名付けた(20)。図３(a)に示すように、100nm
の厚さのTbFeCo膜をもつ２mmφの直径のダイヤフラム型
のアクチュエータを試作して評価したところ、63µNの駆
動力と1.2×107W/m3以上のパワー密度が得られることが
分かった。これは、極薄のアクチュエータとしては、最高
レベルのパワー密度が得られている(23)。今後、実際の応用
に向けた研究を展開する予定である。

３. スマート材料・ナノ材料のナノプロセッシング

(a)ナノプロセッシングによるマイクロ熱電

現実社会の情報をサイバー空間に転送する無線IoTセンサ
などのサイバー・フィジカルシステムにおいて、メンテン
ナンスフリーであることや、１次電池の交換の煩雑さを減
らすために、エナジーハーベスタの研究が行われている(24)。
我々は電解めっきプロセスを利用し、温度差で発電する高
性能の熱電素子を作製するプロセスを開発した(25)。さらに、
後に述べるように、温度揺らぎを利用して発電する小型の
発電システムを開発し、無給電で動作するIoT無線センサ
を実証した。
室温近傍で効率が良い熱電材料系としては、Bi2Te3-

Sb2Te3系が広く知られている。電界めっきは、熱電素子の
ように厚膜の堆積を必要とするデバイスの集積化プロセス
に向いている手法であるが、これまでBi2Te3-Sb2Te3系の
薄膜において高い熱電性能が得られていなかった。本研究
では、電解めっきにより金属ナノ微粒子を分散させた

Bi2Te3-Sb2Te3系の熱電材料を堆積するプロセスを開発し、
その熱伝導を抑制することで性能指数（ZT）を高くする
ことに成功した（図４(a)）(26)(27)。熱電発電では熱電材料の熱
伝導率が高いと、加えた温度差よりも実際の温度差が小さ
くなり発電効率が低下する。熱電材料中に金属ナノ粒子を
分散させると、熱伝導の量子であるフォノンを散乱し、熱
伝導率を低下させて発電性能を向上できる。また、金属ナ
ノ粒子により、熱電材料内のキャリア密度を変化させるこ
とが可能であり、ゼーベック係数や電気伝導度を適切な値
に調整できる(28)。開発した厚膜では、その熱伝導率をバルク

値の1/3～1/2に減少させ、室温での性能指数（ZT）を～１
程度に向上できた(27)。電解めっきは、レジスト等をモールド
として成長させることで微細パターンが容易に形成でき、
熱電素子の微細集積化にも利用できる。このような手法で
作製した各種熱電素子を図４(b)に示す(29)。高集積熱電素子
においては，与えた温度差が30℃で１mW/cm2以上の発電
が可能であり、低温度差領域における高い性能を実証して
いる。また、次に述べるように温度揺らぎを利用した発電
に展開できる。

図５. (a)周囲の温度揺らぎから発電する熱電発電機．熱電素子および
相変化材料から構成されている．(b)温度揺らぎ発電機によりエ
ネルギー供給して無線音響センサを動作させ、配管の水漏れを
検知した例．測定した音響信号をフーリエ変換した後、クラス
ター分析により異常を検知している．

(b)温度揺らぎ発電とIoTセンサ応用

前述の熱電発電素子を利用し、室温近傍の温度揺らぎで
発電するシステムを構築し、無線IoTセンサへの適用を実
証した(30)(31)(32)。熱電素子の片側に蓄熱材である相変化材料
（PCM）を組み込み、別の面は外気と熱交換できるように
した。この蓄熱材は相変化エンタルピーを吸収するか、あ
るいは潜熱を放出することで、温度変化を温度差に変換で
きる。図５(a)は、試作した温度揺らぎ発電のプロトタイプ
である。試作した小型発電ユニットは、朝夕の温度変化が
6～ 7℃あると、１日の平均で50µW程度の発電が可能であ
る。図５(b)は、水道配管に取り付けた無線音響センサをこ
の発電機で動作させ、水道配管からの音の信号を無線で遠
方に送信して漏水検知を行った例である。正常配管と傷を
入れた配管からの音の主成分解析を行い、異常判定を行う
ことで、漏水の検知が可能であることが分かった。このよ
うに、常にモニタリングすることが不要で、間欠的な測定
で良いケースでは、エナジーハーベスタを用いたセンサへ
の電源供給が有効である。低温輸送における冷媒の状態監
視センサなどの実証試験を行っている他、多くの応用が期
待される。

(c)集積蓄電素子

前述したように、環境発電の多くは常に発電するわけで
はないため、発電したエネルギーを蓄電し、必要に応じて
センサに供給して利用する必要がある。システムを小型化
するため、小型でかつ、高エネルギー密度、高パワー密度
の小型蓄電池が必要とされる。IoTセンサのみならず、ダ

図４. (a)4nmの直径の金属ナノ微粒子を電解液に分散させて、電解
めっき中にナノ粒子を含有させた熱電膜(Bi2Te3)の透過型電子顕
微鏡写真．(b)電解めっきを利用して作製したフレキシブル熱電
素子、および、固体熱電素子．
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ストコンピューター、マイクロロボットなど、多くの小型
システムが小型の蓄電素子を必要とし、より小型化するた
めにはセンサやICと一体化したオンチップ型のバッテリー
であることが望まれている。
スーパーキャパシタは、急速充放電、高いパワー密度、
および長い充放電繰り返し寿命を持っていることが特徴で
ある。我々は、プラズマ化学気相堆積法により、グラフェ
ンナノウォールをスパイラル型の３次元構造をもつSi電極
上に成長させることで電極面積を増やし、高性能化したスー
パーキャパシタを開発した(33)。化学的な酸化還元によるエ
ネルギーを充放電する物質としてMnO2を用い、470mF/cm

2

の蓄電容量が得られており、5000回の充放電後でも蓄電容
量の低下は１％未満であることを実証した(34)。
一方、より高いエネルギー密度のオンチップ蓄電素子を
実現するため、リチウム等のイオン種を用いた固体イオン
電池のイオニクス材料の電解めっき堆積・集積化技術を開
発している。これまでに、LiCoO、NaFeMnOなどの酸化
物陽極材料、LiLaZrOなどの酸化物固体電解質膜を電解
めっきにより室温で堆積させ、固体イオン電池の動作に成
功している。この方法を用いると、集積回路やセンサなど
のチップに蓄電素子を集積化する可能性が拓け、スマート
ダスト（分散型センサ）、ダストサイズコンピューター、
ウエアラブルデバイス等の超小型システムの実用に役立つ
と期待される。

４. おわりに

超微細加工技術を利用し、各種のマイクロ・ナノシステ
ムを開発した。情報通信社会におけるサイバーフィジカル
システムの重要な要素は、センサ・アクチュエータ、エナ
ジーバーベスタ等であり、本稿ではこれらの研究の一端を
紹介した。共振センサの小型は、ノイズを低減させ高分解
能・高感度化が可能となり、磁気センサなどの高感度化に
役立つ。これ以外にも各種バイオセンサ等への展開も期待
できる。年間にトリリオン（１兆個）のセンサが使われる
“トリリオン・センサ社会”が来ると言われており、１次電
池を不要とするセンサシステムにおいて、エナジーハーベ
スタの重要性が高まっている。その一つの例として環境の
温度変化から発電し、実際にIoTセンサへの適用を実証し
た。本稿で示したように、ナノ構造やナノ材料を利用する
ことで、デバイスの高感度化、高機能化、高効率化が実現
でき、次世代システムへの応用が期待できる。
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4. おわりに

本稿ではセルフパワード制振を紹介した。パワフルな制
振システムでありながら、外部電源と外部制御オーソリ
ティを必要としない「自律系セルフパワード制振システム」
である。高度な制振ロジックの実装が可能であるので、多
入力多出力系の高度な制振システムにも対応可能である。
セルフパワード制振実験で強制加振下に於いて80%という
変位振幅低減を実証した。回収エネルギの一部がプロセッ
サの駆動に使用されていることを考えると、著しい制振効
果を挙げたと言える。また、本セルフパワード制振が複数
モード振動の制振にも有用であることが実証された。
更に、振動解析をデバイス内のプロセッサで行うことが
できるので、ランダム振動制振やヘルスモニタリングの実
装にも有用である。蓄電キャパシタに蓄えた電気エネルギ
を他の用途に用いる事が可能であるので、高性能なエネル
ギハーベスティング装置としての機能も併せ持つ［７，８］。
セルフパワード制振の期待できる利用用途としては、宇
宙構造物のような複雑な振動を有しながらも外部電源に頼
れない構造物の制振への適用がある。宇宙分野では、夜時
間が長くて太陽電池が有効に活用出来ない月面基地、宇宙
構造物、人工衛星などに、このセルフパワード制振システ
ムを有効に用いることができる。
さらに、実用化に向けて、圧電素子ではなく、高い耐久
性を持つ別のスマート材（機械・電気変換材）を用いたエ
ネルギ回生準能動的制振やセルフパワード制振の開発も有
望である。鉄を母材とする磁歪材料は熱や衝撃に対して高
い耐久性を持つので、その利用には大きな可能性があるだ
ろう。今後は将来の振動を予測する予測制御とセルフパ
ワード制振の融合［９，10］が大きな研究トピックなると
考えられる。将来振動を予測することで制御エネルギを大
きく節約できると考えられるからである。
宇宙分野以外でも、航空機・電車・自動車・長い橋梁な
ど、常に振動にさらされながらも、省エネルギまたは長い
配線の煩雑さ回避の理由から外部固定電源を利用しにくい
アプリケーションにも、広く利用可能であると期待できる。
幅広い範囲での応用活用を目指していきたい。
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３.  UV光の指向性を利用した高分子の凝集構造の制御と

光拡散制御技術の確立

ディスプレイの消費電力を低減するためには光利用効率
の向上が重要であり、このためにはバックライトの光拡散
分布（配光）を精密に制御することが必要です。本研究で
は、高分子フィルム内部の屈折率分布制御による光拡散分
布の制御技術を開発しました。屈折率と重合速度が異なる
二種類のモノマーを混合した塗布膜に、指向性を制御した
紫外線を照射し、光重合有機相分離により形成される高分
子の凝集構造を制御することで、厚さ方向に屈折率が変化
する位相格子を形成する技術を確立しました。
フィルム内部に形成された高分子の凝集構造は、光重合

に用いる紫外線の平行度や入射角度に依存し、図３(a)に示
すようにコリメートされた紫外光を用いた場合、柱状の構造
が形成され光は等方的に拡散し、図３(b)に示すように一方
向に拡散した棒状の紫外光源を用いた場合、層状の構造が形
成され光は一方向に拡散します。このように紫外線の指向性
を用いて高分子の凝集構造を制御することで光拡散分布を
制御可能な機能性光拡散フィルムの実現に成功しました3, 4）。

(a) コリメート紫外光源

(b) 一方向拡散紫外光源

図４に示す光拡散分布の測定結果より、微粒子などの拡
散剤を内部に分散させた従来の光拡散フィルムと比較し
て、本研究による光拡散フィルムはディスプレイに必要と
なる明るく、広い光拡散分布を一枚のフィルムで実現する
ことに成功していることがわかります。

　(a) 微粒子分散型  (b) 内部層構造型 （本研究）

図４  光拡散強度分布の比較

その他、本研究による光拡散フィルムは高い偏光保持率
を有し、後方散乱が少ないという特長も有しており、本研
究成果は、後述する反射型液晶ディスプレイの光の利用効
率を従来の数倍向上させることが可能な唯一の技術とし
て、スマートウォッチや屋外サイネージ等、様々な用途に
おいて世界で広く実用化されています。

４. 二色性染料の高性能化技術の確立と無彩色偏光板の

　  開発

現在、液晶ディスプレイで用いられているヨウ素系偏光
板は、色素であるヨウ素錯体の二色比に波長依存性を有し
ており、これによる透過率の低下や着色の改善がディスプ
レイの低電力化と高画質化において重要な課題となってい
ます。偏光板の無彩色化と透過率の向上を実現するために
は、色素の吸収主波長以外の副吸収を抑え、二色性比を可
視光領域において均一化することが必要です。このような
特性を有する二色性色素はヨウ素では実現が難しく、本研
究では化学構造で光吸収を制御できる二色性染料に着目
し、二色性染料の課題であった短波長における二色比を改
善する新たな二色性色素の開発を行いました。
一般に、染料の二色性を向上させるためには、アゾ基等
を直線的に主鎖に導入し、共役構造を長くする方法が知ら
れていますが、この場合、吸収帯域が長波長化するため、
短波長の二色比の改善は困難となります。本研究では、モ
ノアゾ骨格を有する二色性染料の分子主査に直線性の高い
置換基を導入することで、短波長における二色比を飛躍的
に改善できることを見出し、二色比を従来の1.5倍に向上
させると共に、側鎖置換基の共役構造をなくすことで副吸
収を抑え、可視光領域における二色比の均一化に成功しま
した。
また、各波長における二色性比の一層の向上を達成する
ため、分子配向工程の改善も行いました。基材となるフィ
ルム中への染料と架橋剤の含有方法が色素の配向に重要な
影響を与えることを明らかにし、二色性色素を含有させた
後、十分に架橋剤を含有させて延伸することで、フィルム
中における二色性色素の配向を均一化し、二色性比を飛躍
的に向上することに成功しました。作製した偏光板は、可
視光領域において偏光吸収軸の平行位および直交位におけ
る透過率が波長に依らずほぼ一定であり（図５）、平行位
と直交位における透過率の比は従来の二色性染料の14倍を
達成、透過率42%、偏光度は99%以上と、高い透過率と偏
光度を有する無彩色偏光板の開発に世界ではじめて成功し
ました5）（図６）。
本偏光板は、側鎖置換基における光吸収を抑えたことで、
従来のヨウ素系偏光板よりも熱、湿度、光に対して高い耐
久性を実現しており、車載ディスプレイや屋外サイネージ
等、新たな応用が期待されています。

図３  紫外線の平行度による高分子構造および光拡散分布の制御
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図５  無彩色偏光板の波長-透過率特性

図６  試作した無彩色偏光板（平行位）
　　 （左：ヨウ素系偏光板、右：開発品）

５. 高輝度反射型ディスプレイの開発

本研究では、前節で述べた光拡散フィルムと無彩色偏光
板を用いてモノクロ型反射型ディスプレイの試作を行いま
した（図７）。液晶素子内部に鏡面形状の反射電極を設け
た構造を提案することで、反射率は40%以上と高品位な紙
のような白表示を実現すると共に、従来の電子ペーパーの
10倍となる高いコントラスト比（100：1以上）と動画表示
能力を備えた反射型ディスプレイの開発に成功しました。
また、高色純度カラーフィルタを用いたカラー型反射型
ディスプレイを試作し、色再現性は、NTSC比で50%と屋
外において鮮明なカラー表示と従来の1/100以下の超低電
力化を達成、反射型のフルカラーディスプレイの有効性を
実証しました6-8）（図８）。

図８  開発した反射型カラー液晶ディスプレイ
　　  左：従来品、右：開発品

本研究による反射型ディスプレイは、紙の印刷物のよう
に目に優しく、室内から明るい屋外において鮮明な画像表
示を可能とするだけでなく、バッテリーの存在を気にする
ことなく安心してコンテンツを利用することのできる情報
端末を実現させるものであり、スマートウォッチやタブ
レットPC等、屋外で使用するデジタル端末への普及が進
んでいます。また、本研究による光拡散の制御技術および
二色性染料の吸収波長の制御技術は、光学フィルムの新た
な機能性を開拓するものであり、光源やスマートウィンド
ウ（電子調光窓）への応用など、人に優しい環境を創ると
共に省電力化にも貢献するものであると考えています。

６. 柔軟基板によるフレキシブル光機能デバイスの実現

人がその存在を意識しないデバイスを実現するために
は、柔軟な基板を用いたデバイスのフレキシブル化が必要
であると考えられています。有機フォトニクスの分野にお
いて、フレキシブル化における最大の課題は、基板の湾曲
歪みによって生じる分子配向の歪みや膜厚の変化の抑制で
す。本研究では、有限要素法を用いた基板の湾曲歪みの厳
密な解析理論を構築すると共に、塗布工程により作製した
厚さ10µmの透明ポリイミド基板を用いることで湾曲によ
る分子配向の歪みを抑え、湾曲が可能なフレキシブル液晶
ディスプレイの開発とその高画質化に世界に先駆けて成功
しました（図９）。この開発においては、液晶中に紫外線
硬化型のモノマーを混合し、紫外線のパターン露光を行う
ことで光重合相分離により液晶中に高分子壁を形成する技
術を確立しました。この高分子壁は、上下の基板を接合す
ることで湾曲時における基板の歪みを抑制し、この結果、
図10に示すように湾曲半径が３mm以下と折りたたみが可
能な極めて柔軟な素子構造を達成しています9,10）。

図９  塗布・剥離法によって作製したポリイミド基板
図７  モノクロ型反射型ディスプレイの試作品
　　  左：開発品、右：従来品
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た抽出法 （超臨界抽出法） が国際的に隆盛し、今では、カ
フェインレスコーヒーやビール原料ホップエキスなどの実
用例が多数報告されている。これらの生産方式は、一般に
scCO2を、原料が仕込まれた抽出容器へと流通させる「固
定床半回分式」と呼ばれる超臨界抽出法であり、研究開始
当初はこの抽出方式から超臨界流体の基礎をよく学んだこ
とを覚えている。
ところで、二酸化炭素は、常温常圧に比較的近い温和な
臨界点（Tc=31

oC, Pc=7.4MPa)を有するため超臨界流体とし
て工業的に最も広く利用されている物質である。この高圧
状態での溶媒機能を解明するため、著者の博士課程以降の
研究では、抽出・分離に関する単位操作を中心に研究を推
進した。例えば、藻類を対象とした固定床半回分式抽出実
験からは、図３に示すようにscCO2 純溶媒を用いた系にお
いて、カロテノイドとトリグリセリドの複合抽出物 （抗酸
化オイル） が得られ、藻体内の含水率が十分に低い状態で
はこれらの成分が緑色色素のクロロフィルとほぼ完全に分
離されることを見出した。当時、緑色の藻類から橙色が抽
出される現象には大変驚かされたが、今となってはscCO2
の溶媒特性を示すとても良い結果に巡り会えたものとして
振り返ることができる。

図３  藻類からのscCO2抽出の1例

３－２．超臨界抽出法に関する理論研究17)-22)

上述した固定床半回分式抽出曲線を数学的に記述するた
めには、溶媒中の固体溶質の溶解度や物質移動係数などの
知見が必要になることは1994年に提出されたSovováモデ
ル23)-24)によくまとめられている。この他にも移流拡散モデ
ルなどがあるが、研究開始当初は、Sovováモデルの簡便な
数学的記述と、多くの抽出曲線に対応できる利便性に惚れ
込んだ。だが、年が経つにつれ、これを超えるモデルの構
築は容易ではないといつしか思うようになり苦労もした。
しかし最近、Sovováとは異なる化学工学熱力学の視点での
速度論パラメータを用いない化学工学熱力学モデルを新た
に着想することができた。なおこの着想は、竹ケ原 逸人 
氏との日常会話が基になっているので、紙面を借りて感謝
を述べたい。
図４に本研究で構築した化学工学熱力学モデルとSovová
モデルの比較を示すが、ほぼ遜色ない結果が得られ、本研
究で構築したモデルの妥当性が示された。
　なお、この超臨界抽出に関する研究は、高橋 麻弥子、
渡辺 浩基、入内島 斎、野村 幸一郎、大場 千聖、松井 勇樹、
小田 絵里佳、古川 凌、宮間 志帆、Duereh Alif 各氏の助
力のもと推進された。

図４  未利用早生みかん果皮からのscCO2抽出曲線
　　  （色線： Sovová model，黒線： This work）

その一方で、本研究で構築した化学工学熱力学モデルや
Sovováモデルを用いて抽出曲線を描写する際、抽出初期の
時間に対する抽出率が線形となる領域 （溶解度支配域） を
数学的に表現するためには、溶媒中の固体溶質の飽和溶解
度 （以降、溶解度） の情報が必要になる。この点について、
2018年には、３年ほどの時間を費やして独自に構築した無
次元溶解度推算モデル （predictive Dimensionless Solubility 
model: pDS I model） によりscCO2 純溶媒中の固体溶質の溶
解度が理論予測できるようになった。この研究には、武田 
圭右、佐藤 恵 各氏との研究が大いに役に立った。その後、
青山 裕紀 氏の検証を経た後、森谷 茉由、桒原 歩大 各氏
のおかげで、scCO2に助溶媒を１種類添加した系での溶解
度の理論予測も最近実現することができた。なお、このモ
デルはm-pDSモデルと命名したが、現在はさらに、１種類
に限らず多種多様な助溶媒添加に対応できるpDS II model
の開発に髙村 優生菜、佐藤 啓 各氏と取り組んでいる。な
お、髙村 氏は、有機無機修飾ナノ粒子など分子量未知の
成分の溶解度の定量化のため、浸透圧測定による分子量推
定法の研究も進めている。 

３－３．エントロピー型溶解度パラメータ （eSP） の開発25)-27)

Hildebrand溶解度パラメータ（SP)は、化学物質の極性
や溶解性を示す尺度として、天然物抽出や高分子材料設計
の分野において広く利用されている。だが、このSP値を
計算する際、気液間のエンタルピー差 （蒸発エンタルピー） 
の計算を避けては通れず、例えば、２相分離系以外の超臨
界流体などの均一相系での適用性に課題を残していた。こ
れに対し、著者は2016年に熱圧力係数 （Maxwellの関係に
おいてモルエントロピーのモル体積による偏微分量と等
価） の平方根がSP値と相互互換可能であることを発見し、
エントロピー型溶解度パラメータ （eSP） と命名すること
にした。これにより、均一相であろうが相分離状態であろ
うがSP値 （eSP値） を定義できることになり、使用できる
条件範囲が格段に拡張された。なお、このeSP値の着想に
は林 美佳 氏との研究が役立っており、平成30年度科学技
術分野の文部科学大臣表彰・若手科学者賞の受賞につな
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がっている。

３－４．亜臨界分離法に関する実験的研究28)-34)

前述したように、1970年代末葉より超臨界抽出法が隆盛
するが、その主流は、固定床半回分式と呼ばれるものであっ
た。これは、繰り返しになるが、固体試料をカラムや容器
に仕込み、そこにscCO2（あるいは助溶媒を添加したscCO2)
を流通させるという方式である。研究開始当初、この方式
の範疇を越えて流通式へと展開することは困難ではないか
と考えていたが、2012年に日本分光㈱と共同開発した連動
式背圧弁を皮切りに、この限界を突破することができた。
振り返れば、2010年に猪股先生が代表として採択された
科研費では、固定床半回分式超臨界抽出－精留法という当
時において斬新な試みが提案され、著者は、共同研究者と
して橋本 吉晃 氏とともにこの課題に取り組んでいた。こ
の方式はいわゆる半連続式であり、固定床半回分式抽出で
得られた抽出物を精留塔に導入し、塔頂と塔底から30分ご
とに断続的にサンプリングを繰り返すことで、分画された
抽出物をそれぞれから得るという仕組みであった。あると
きふとこのサンプリング時間を数秒程度に短くしたらどう
なるのかと思案したことがあり、その着想を基に完成した
のが連動式背圧弁である。
この2012年の着想の後、研究室に出入りをしていた東北
電子産業㈱の担当者と協議し、日本分光㈱へと速やかに伝
達することで製品化に向けての協議に入った。結果として、
連動式背圧弁をわずか半年のうちに市販化に結び付けるこ
とができ、さらにこのシステムを高圧気液平衡に基づく亜
臨界分離装置にも搭載させることができたおかげで、フジ
サンケイビジネスアイ･独創性を拓く先端技術大賞 （社会人
部門･特別賞） や一般財団法人バイオインダストリー協会第
４回バイオインダストリー奨励賞、化学工学論文集2021年
度優秀論文賞などの各賞の受賞につなげることができた。
さて、亜臨界分離法の実験装置や手法の基礎部分を2013
年に確立した後、高圧気液平衡比 （分配係数） の測定を前田 
雄也 氏の助力を得て実施した。まず手始めに、当時豊富な
知見が存在していたCO2-Ethanol ２成分系の相平衡データ
の取得を検討したところ、既往の文献とほぼ一致する成果
が得られたことには甚だ感動した。その後、菅原 啓 氏の助
力を得て、ホップエキスという溶質を含む系での実証実験
の実施に成功した。この情報を基に、さらに亜臨界精留実
験へと展開したのが2016年のことであり、この開発には星
野 友貴 氏の助力を得た。結果として、集積した抽出データ
を基に2018年には国際誌 The  Journal  of Supercritical 
Fluids にその内容が掲載された。この後、佐藤 颯真、野村 
舜、卜部 真聖 各氏は、CO2-Ethanol-Water ３成分系の相図
を作図した。また、生内 良樹、杉本 祐太、上野 裕介、野
村 舜 各氏は、亜臨界分離･精留実験における操作因子（温度、
圧力、溶媒組成、Solvent/Feed比など）の影響を考察した。
以上の学生諸氏との取り組みにより、亜臨界分離・精留
法の実験的挙動をある程度解明できたと考えている。

図５  共同開発し市販化した連動式背圧弁を搭載した亜臨界分離装置

３－５．亜臨界分離法に関する理論研究35)-40)

上述の実験的研究を基に、理論研究もこの間進展した。
まず、手始めに構築したのが無次元分配係数理論 （predictive 
Distribution Coefficient model: pKD I model） である。高圧
気液平衡比を分配係数に見立て、eSP値と溶解度の間のガ
ウス波形分布による近似を利用して分配係数を理論計算す
るモデルとした。このpKD  I modelの開発には、菅原 啓、
上野 裕介 各氏におけるホップエキス系の実験データを用い
た。さらに最近では、桒原 歩大、秋和 佑汰 各氏の助力に
より、よりシンプルな記述としたpKD-nano modelの開発に
も成功している。なお、このpKD-nano modelは、阿尻 雅文、
笘居 高明 両先生らが国際的に主導する有機無機ハイブリッ
ドナノ粒子の利用促進に向けた取り組みにおいても液液平
衡比 （分配係数） の推算などに応用している。 
その一方で、この無次元分配係数モデルに平衡段モデル
を組み合わせることで亜臨界精留塔内の分離予測シミュ
レーションも遂行できるようになった。この検証作業には
上野 裕介、野村 舜 各氏の助力を得た。図６には亜臨界精
留実験とシミュレーションによる理論計算の結果を示す。
実験値と計算値がほぼ一致していることがわかり、これよ
り、シミュレーションプログラムの妥当性が示唆されたも
のと考える。

図６  亜臨界精留実験とシミュレーションの比較
  （シンボル： 実験値、実線： 計算結果）

３－６．超臨界クロマトグラフィーに関する基礎研究41)-42)

従来、クロマトグラフィーには、移流拡散モデルなどの
適用例があったが、物質移動係数や拡散係数などの速度論
パラメータの理論予測が一般に難しいことから独自の理論
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モデル開発を検討することにした。その結果、2021年より
取り組んだ超臨界クロマトグラフィー （SFC） の理論計算
モデルを、最近、化学工学論文集の速報として初めて公表
することができた。
このモデルは、物質収支と、移動相と固定相間の分配係
数 （あるいは吸着平衡関係） に基づき構築されたモデルであ
り、インパルス入力ではクロマトグラフィーを、ステップ
入力では吸脱着平衡に基づく破過曲線をそれぞれ数学的に
描写できる。 
図７にその１例として、βカロテンにおけるSFC実験の
結果と計算結果を示す。実験値と計算値がほぼ一致してい
ることがわかり、これより構築した化学工学熱力学モデル
の妥当性が示唆された。ここで、分配係数は、現在フィッティ
ングパラメータとして取り扱われているが、この理論予測
を、例えば先に紹介したpKD-nanomodelなどを用いて具現
化できるようにしたいと考えている。また今後は、浦田 宙
明 氏との研究の中で議論したHansen溶解度パラメータの
eSP化 （eHSP） などの新しい着想も取り入れていく必要が
あるものと考えている。さらに、寺谷 彰悟 氏、宇敷 育男 
先生 （広島大学）、増田 美空 氏と研究をした超臨界CO2-ア
ルコール系での表面疎水化技術なども応用し、中安 祐太 先
生のご助力も得ながら充填剤の材料特性に関する研究を推
進したいと考えている。なお、この研究にはこれらメンバー
の他、平賀 佑也先生ならびに茂垣 貴久、松田 修汰、卜部 
真聖 各氏の助力も得ている。

図７  SFCの実験値と計算値の比較

４．まとめ

今回、CO2の固定・有効活用技術についてのこれまでの
著者の研究の取り組みを紹介した。このうち、藻類バイオ
マスは、植物の中でもCO2固定能が高いとされているので、
未熟な利用技術や単位操作を今後成熟させていくことで、
一層の利用促進を期待したい。
その一方で、振り返れば、超臨界抽出技術が商業化され
るようになってから約半世紀が経とうとしている。このよ
うな中、独自に考案した亜臨界分離技術にいたってはまだ
十年にも満たない日が浅いものである。だが、この紙面に
紹介したように、従来の単位操作と比較して、超臨界･亜臨

界技術のメリットは多いものと確信しており、SDGsへの適
合性やひとや環境に優しい技術であることは時代のニーズ
にも合致している。今後は、本間 哲雄 先生 （八戸高専） や
小野 巧 先生 （産総研） らが推進してきた分子動力学シミュ
レーションの取り入れや、相田 努 先生、松尾 康輝 氏、清
水 太一 氏が推進した化学反応などへの応用も視野に入れる
とともに、上述した応用技術の実用化が益々進むことを祈
りながら、著者らの研究グループによる社会貢献を期待し
ている。
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ことを前提としている。
確かに、敗戦後にバラック建ちから再起していった都市
も、戦災では焼けなかった市街地も、火災の延焼に脆弱だっ
た。木造の家屋は火災に弱い。近世においても広小路が火
除け地として確保されたように、広い道路網は延焼を防止
する効果がある。しかし敗戦後の大都市においては、木造
密集市街地の立地が避けられず、路地などの細い街路しか
ない。不燃化は日本の都市計画における悲願だった。しか
し不燃化は順調ではなかった。それでも幸いなことに大火
はほとんど起こらなかったし、大規模な台風や地震もしば
らく目立たなかった時代が続いた。また都市部への流入が
続く中、受け皿となるニュータウンは都市の外縁部に開発
された。（広義の）都市計画はニュータウン開発を促進す
る役割を担っていたと同時に、拡張を止めようとする政策
を打とうとしていた。しかし後者は、土地所有者の意向な
ど多くの要因に阻まれて機能しなかった。都市は拡張を続
け、人々は長時間の通勤を強いられた。バブル期には土地
の投機によって地価が高騰し、それがはじけた。再開発事
業が動きやすくするような法制度の改正が行われた一方
で、土地の投機を抑制するための土地基本法も制定された。
こうした敗戦後の都市空間の変容と都市計画の関係はき
わめて複雑だ。しかし一貫して変わらないのは、「公共の
福祉」とは何か？という問いの欠如であり、その裏返しと
しての、身体を置く場所の意思を尊重しない態度だ。普段、
私たちは自分の身体をどこに置くかという点は意識してい
ない。しかし、そこに動け／動くなという命令があったと
しよう。そうすると、①動きたかった人が動けた＝遊動、
②動きたくなかった人が動かされた＝立ち退き、③動きた
くなかった人が動かなくて済んだ＝在居、④動きたかった
人が動けなかった＝抑留という四つの状態が生じる（図２）。
これまでの都市計画でしばしば問題になってきたこと
は、立ち退き（第二象限）であり、具体的にはジェントリ
フィケーション（開発によって地価が高騰して、既存住民
や商売主等が出ていかざるを得ない状況）やアバンダメン
ト（行政が必要な公共投資を怠ったときに地域が荒廃して
いって住めなくなる状況）だ。被災後には、災害危険区域
の指定や、防潮堤や嵩上げなどの大規模公共事業などに
よって立ち退きが生じている。抑留（第四象限）について
は、隣接物件の建て替えによって日照や通風の問題が生じ
たり、先述のアバンダメントではあるものの引っ越しをす
る資金がなかったりすると、動きたいけれども動けないと
いう状況が生じる。被災後においても、災害危険区域に指
定してもらいたかったのに外れてしまった場合や、防災集
団移転促進事業によって高台移転したものの高齢で運転が
難しくなり移動が難しくなるという状況が生じている。
動きたかった人も動きたくなかった人もいて、空間は集
合的な性質を持つので、都市計画の技法によって命令を発
出すれば、原理的には必ず自分の身体を思い通りにできな
い人が生じてしまう(27)(28)。
しかし人は一人では生きられない限り、「公共の福祉」

は追究されなければならない。どうすれば良いのだろうか。

５. 地域デザインをめぐる私的論点

すでに論じてきたように、個人と「公共の福祉」を直接
的に比較衡量するのではなく、暮らしが実践されている地
域を介在させて、個人と「公共の福祉」の折り合いのつけ
方を事例に学ぶことはまず重要なことだ。近代という時代
は、個人と公の尊重を謳う法制度を用意したが、暮らしの
現場である地域はあえて顧みなかった。
とはいえ個人はうまく尊重されているかというとそうで
もない。人間をうまく理解できていないからだろう。シモー
ヌ・ヴェイユによれば「根をもつこと、それはおそらく人
間の魂のもっとも重要な欲求であると同時に、もっとも無
視されている欲求である」(29)。すでに根を持っていない人
間が専門家になっている場合には、当時者にとって根が如
何に大切さということがわからないかもしれない。
「公共の福祉」に対する理解は、とりわけ社会情勢が大
きな激変にあるときに、困難だ。たとえばプラネタリー・
アーバニゼーションという捉え方は気候危機を背景として
いるが、惑星を一つの地域とする捉え方が成立するのか検
討が必要だ。これまでのやり方ではだめだということは
はっきりしているので、新たな実践の中で試されている倫
理が望ましいものかどうかを一つずつ判断していかなけれ
ばならない。
最後に、個人と公と地域の関係についても重要な研究課
題だ。いずれにおいても具体的な地域における事例研究を
蓄積する必要があると考えている。
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図２  意思と移動／在居の関係
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究するためには、研究に先立ち各遺伝子の機能を情報学的
に推定しておくことが不可欠です。さらに、個々の遺伝子
だけでなく、それらを適切に束ねた遺伝子群として扱うこ
とも重要です。遺伝子が単独で担う分子機能は単純ですが、
それらが組み合わさることでより高度な生物学的機能を実
現することができます。このことをコンピュータのシステ
ムで例えると、基本的な論理ゲートの組み合わせで加算器
の機能が実現され、この加算器と記憶素子の組み合わせで
高度な計算を実現できることに似ています。遺伝子が担う
機能はシンプルですが、それらの組み合わせによって高度
な機能を実現していますので、遺伝子の相互作用を特定す
ることが、高度な機能のメカニズムを解明するための重要
な点となります。
遺伝子の組み合わせを推定するアプローチには大きく分
けて２つあります（図２）。一つはタンパク質配列に着目
してタンパク質の物理的相互作用（タンパク質間相互作用）
を推定するアプローチです。もう一つは遺伝子発現の制御
領域に着目して、遺伝子発現の同調性（遺伝子共発現）を
推定するアプローチです。これら２つは、ゲノムにコード
されている異なる情報を反映しているため、どちらが優れ
ているということではなく、どちらも有用な情報になりま
す。

タンパク質コード領域制御領域

Expression Protein structure

遺伝子共発現

Gene A

Gene B

タンパク質間相互作用

Protein A Protein B

図２  ゲノムがコードしている情報

タンパク質間相互作用はタンパク質の物理的相互作用で
す。これは、各タンパク質の機能だけでなく、その制御や
上位機能の推定などにも用いられます。あるタンパク質が
結合する物質は、そのタンパク質の立体構造によって決ま
ります。立体構造はタンパク質のアミノ酸配列によって決
まっており、それはゲノムDNAのタンパク質コード領域
に埋め込まれています。逆に言えば、ゲノム配列が決まれ
ば、その生物種の全てのタンパク質の立体構造が決まり、
さらにはタンパク質間相互作用ネットワークが決まること
になります。現在、ゲノム配列からその生物種のタンパク
質間相互作用ネットワークを推定する技術はまだ実現して
いませんが、AlphaFold2 （Senior+ 2020） によって配列か
ら立体構造の高精度な推定が可能になったため、その先の

タンパク質間相互作用ネットワークの推定は近い将来に可
能になるでしょう。
一方、ゲノム配列中の遺伝子制御領域はある遺伝子機能
がいつ働くかをコントロールする情報を担っています。こ
の情報をうまく集約したのが、遺伝子共発現ネットワーク
であり、私たちのグループでは、公共のリポジトリに蓄積
する遺伝子発現データを大規模に再解析することで、遺伝
子の協調関係、すなわち遺伝子共発現ネットワークを導出
し、解析ツールとともにデータベースとして公開すること
を行っています。

４.  遺伝子共発現データベースの開発

我々が開発してきたデータベースは、植物研究用の
ATTED-II （Obayashi+  2022,  atted.jp）、動物研究用の
COXPRESdb （Obayashi+  2023,  coxpresdb.jp）、そして微
細藻類研究用のALCOdb （Aoki+ 2016, alcodb.jp） です （図
３）。これらのデータベースを使用することで、研究者は
遺伝子の相互作用や機能に関する情報を手に入れることが
できます。一例として、ATTED-IIを用いて根圏化合物の
生合成遺伝子を特定し解析した研究 （Huang+  2019）を紹
介します。

coxpresdb.jp
atted.jp

alcodb.jp

動物研究
植物研究

藻類研究

図３  遺伝子共発現データベース

シロイヌナズナをはじめとする植物の根圏には様々な細
菌がいます。それらはホストの植物に役に立つこともあれ
ば害になることもあります。そこで、各々の植物は抗菌化
合物のオリジナルブレンドを根から分泌し、自身に都合の
良い細菌を増やし、都合の悪い細菌が増えないようにして
います。そのような根圏で分泌される抗菌化合物の一つに
タリアニンという名前の化合物があります。この化合物は
タリアノールという化合物から５つの酵素反応を経て生合
成されると推定されていましたが、３番目と４番目の反応
を司る遺伝子は不明でした（図４）。
そこでHuangらは、既知である１番目と２番目の反応を
司る４つの遺伝子をクエリとして、ATTED-IIで共発現遺
伝子を検索しました。共発現順位の高い16遺伝子を吟味し、
特に８遺伝子を実験で機能の検証を行ったところ、共発現
順位１番と５番として検索された２つの遺伝子が、それぞ
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図２  CNFを塗布した桑の葉と蚕幼虫

４. 観察と特性評価

繊維の断面積は走査型電子顕微鏡（SEM；JSM-7800F, 
日本電子株式会社）とレーザー寸法測定器（LMG D7－
027，東京光電子工業株式会社）を用いて測定した。また、
引張り試験は、微小材料試験機を用い、室温、相対湿度
50-70%、クロスヘッド速度20mm/minで行った。さらに、
走査型プローブ顕微鏡（SPM；SPM-9700HT，株式会社
島津製作所）により、表面状態も評価した。

５. 引張特性に及ぼすCNFの影響

５. １　蚕糸（人工飼料による飼育）

図３は人工飼料を用いて作製したCNF強化蚕糸（フィブ
ロイン・セリシン）の典型的な応力-ひずみ曲線を示した
ものである。引張応力はC-0、C-5、C-10の断面SEM画像
から得られた断面積を用いて求めている。その結果、C-0
の引張強さは、約300MPaであり、一般的な値6)とよく一致
している。また、C-0と比較して、C-5の縦弾性係数は２
倍以上（図４a）であり、引張強さも約500MPa（図４b）
と増加している。CNF強化蚕糸は通常の蚕糸よりも高強度
となる場合がある。

図３  人工飼料を用いて作製したCNF強化蚕糸の応力-ひずみ曲線

図５はCNF強化蚕糸C-0、C-5、C-10の二次元SPM像を
示したものである。C-5の二次元SPM像には白い筋が、三
次元SPM像5)には表面から外側に伸びる高さ約１nmの突起
が観察された。これは１本のCNFであると考えられ、
CNFが蚕糸の長手方向に配向したことにより、引張特性す
なわち縦弾性係数や引張強さが増加したと考えられる。 

図５  人工飼料を用いて作製したCNF強化蚕糸の二次元SPM像

５. ２　シルク繊維（人工飼料による飼育）

図６は人工飼料育蚕糸からセリシンを除去したCNF強
化シルク繊維（フィブロイン）の引張強さを示したもので
ある。5.1節で蚕糸の引張特性に及ぼすCNFの影響を示し
たが、セリシンを除去しても同様の傾向がみられる。

図４   人工飼料を用いて作製したCNF強化蚕糸の（a）縦弾性係数およ
び（b）引張強さ
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図６  人工飼料を用いて作製したCNF強化シルク繊維の引張強さ

５. ３　蚕糸（桑葉による飼育）

図７は、幼稚園児・小学生・高校生が桑の葉を用いて作
製したCNF強化蚕糸（フィブロイン・セリシン）の応力-
ひずみ曲線で、代表的な結果のみを示している。また、表
１に作製条件すなわち桑葉に塗布したCNFスラリーと水
の体積比を示している。A校の生徒たちがCNFを使用せず
に作製した蚕糸（No.1）の引張強さは約200MPaであるの
に対し、CNF水性スラリーと水を６：４で混合した溶液を
桑葉に塗布して食べさせた蚕の糸（No.5）は、引張強さが
約400MPaと２倍になっており、破断ひずみも増加してい
る。また、B校の生徒たちがCNF水性スラリーと水を３：
７で混合した溶液を桑葉に塗布して食べさせた場合、蚕糸
（No.6）の引張強さは、約500MPaであり、人工飼料を用
いて作製したC-5の場合と同程度である。C校の糸（No.7、
8）の引張強さもCNFの量の違いで２倍程度異なっている。
No.1 ～ No.7の応力-ひずみ曲線より、桑の葉で飼育した蚕
から得られる繊維の引張特性はCNFの影響を受けて変化
することがわかる。

 図７  桑葉を用いて作製したCNF強化蚕糸の応力-ひずみ曲線

 表１  桑葉に塗布したCNFスラリーと水の体積比

６. おわりに

本稿では、蚕の餌を工夫して得られた環境に優しいCNF
強化シルク繊維の力学・物理特性の評価結果について述べ
た。CNFを人工飼料に分散あるいは桑の葉に塗布して餌を
作り、それらを食べた蚕の繭から採取した蚕糸は一般的な
蚕糸より縦弾性係数および引張強さが増加した。また、セ
リシンを除去して得られたシルク繊維の場合も同様に
CNFの効果が認められた。これまで困難とされてきた
CNFの一方向配向が特殊な装置を使用せずに達成でき、か
つ、繊維は自然に還る天然由来の成分だけで構成されてい
る。今後、CNFを利用して蚕幼虫を飼育し、CNF強化シ
ルク繊維を安価に大量生産することで、用途はさらに広が
り、養蚕業・製糸業界の基盤強化推進が期待される。
なお、現在（2023年秋）東京都の小学校・幼稚園と日仏
文化学院日本人学校の生徒たちがCNFと桑を利用して蚕
を飼育し、繭ができている（図８）。得られた繊維からシ
ルクテキスタイルを作製し、日の丸とフランス国旗の小旗

 図８  日仏文化学院日本人学校の子供たちが作製した繭






